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研究要旨 

【目的】近年、女性特有の健康課題への取組が注目されているが、現状の企業における女性労働者への

取組の実施状況は明らかでない。本研究においては働く女性の健康に関する企業の取組の実態を明ら

かにする。 

【方法】機縁法を用いて同意が得られた事業所に対しアンケートを実施した。具体的には、各事業所に対

して紙面による個別記入形式のアンケートを実施し、女性の健康に関する意識および取組状況を各事

業所の主観に基づいて収集した。 

【結果】203 事業所からアンケート結果の回答を得られ、その内訳は半数が従業員数 100~999 人で

あり、1/3 が 10~99 人であった。女性の職種の半数はデスクワークであった。女性の健康に対する体

制整備の面においては、相談窓口を設置している事業所は 7 割を超えていたものの、女性の健康に対

する教育は 2~3 割にとどまり、特に管理者に対して女性の健康に関する教育を行っている事業所は

18%にとどまっていた。女性専用の更衣室に関しては 8 割が設置していたものの、女性専用の休憩室

は半数の設置となっていた。制服に関しては採用している事業所の 8 割近くで通気性や寒暖差に配慮

がされている一方で、緊急時に備えた予備の制服を確保している事業所は 6 割程度であった。生理用

品の予備が準備されている事業所は 18%であった。 

【考察】女性の健康に対する相談窓口や女性専用更衣室の設置は概ね行われていたが、教育面では行っ

ていない事業所が多く、特に管理職への女性の健康への教育は不十分であった。制服を設けている会

社において、汚れた際の予備の制服の準備に関しても十分に行えている事業所は少なかった。生理用

品の予備に関しても確保している事業は少なく、これらの準備を事業所で行うことで、女性労働者の働

きやすい環境が整えられる可能性が示唆された。 

【結論】現状の企業における女性労働者への取組に関しては教育面や緊急時の支援の面では改善の余

地があることが示唆された。 



A.目的 

近年、本邦における女性の就業率は上

昇を続けており、総労働者数における女性

労働者の割合は 45%に達している[1]。

これに伴い、月経、妊娠・出産、更年期とい

った女性特有の健康課題が就業継続や労

働生産性に与える影響が注目されている。

特に月経に関する諸問題や更年期症状

は、精神症状やプレゼンティーズムに関係

する要因として報告されており、企業にと

っても労働力確保および生産性維持の観

点から対応が求められる領域である

[2,3]。しかし、本邦の事業所における女

性の健康支援の実態は十分に把握されて

おらず、特に中小規模事業所における取り

組み状況に関する体系的なデータは限ら

れている。 

本邦では、厚生労働省が「働く女性の心

とからだの応援サイト」を通じて、職場全体

での理解促進や相談体制の整備を推奨し

ている[4]。また、健康経営優良法人制度

においても女性の健康保持・増進に関する

取り組みが評価項目として位置づけられ、

企業の人的資本経営の一環として女性の

健康支援が重視されつつある。一方、国際

的には英国を中心に、女性の健康支援を

職場の健康・安全の一部として扱う動きが

進展している。特に英国規格協会

(British Standards Institution: 

BSI)が 2023 年に発行した BS 

30416 においては、月経・月経健康・更

年期に関する職場支援のための規格とし

て、相談体制、教育、制服、温度調整、休憩

スペース、生理用品など、具体的かつ包括

的な支援項目を提示している[5]。このよ

うに女性の健康支援は国内外で重要性が

高まっているものの、日本の事業所におけ

る取り組み状況を評価した研究は少ない。

特に、相談体制、教育体制、制服・服装、設

備、生理用品の提供といった具体的な支

援項目を網羅的に調査した研究は限られ

ている。 

本研究の目的は、日本の事業所におけ

る女性労働者の健康支援の取り組み状況

を明らかにし、現状の課題を抽出すること

である。具体的には、相談体制、教育体制、

制服・服装、体温調整に関する取り組み、

休憩スペース、設備・備品、生理用品の提

供といった多面的な項目について、事業所

ごとの実施状況を把握し、今後の産業保健

活動における改善点を検討することを目

的とした。 

 

B.方法 

本研究は 2024 年 12 月から 2025

年 3 月にかけて、事業所毎に対面で紙面

に回答する方法でアンケートを実施した。

調査対象となる事業所は、機縁法を用い

て選定した。具体的には、企業向けに健康

診断サービスを提供している機関・団体に

担当事業所の担当者に回答を依頼した。そ

の際には研究の趣旨を説明したうえで協

力を依頼し、参加に同意が得られた場合に

対象とした。調査は、図 1 に示す紙媒体に

よる個別記入式アンケートを用いて実施し

た。具体的な項目は、労働者数及び女性労

働者数、女性従業員の職務内容、女性労働

者への取り組みとした。女性労働者への取

り組みの内容は BSI において 2023 年

に報告された BS 30416 を参考に日本

の職場で対応可能なものを中心に A4 用

紙 1 枚でまとめられるように作成した

[5]。内容としては事業所毎の相談体制や

教育体制に関する項目、服装や制服、その

他体温管理に関する項目、更衣や休憩の

ための施設、設備に関する項目、生理用品

に関する項目を質問した。 

 

C. 結果 

表 1 は、本研究に参加いただいた事業

所の概要を示している。事業所の規模とし

ては、中小規模の事業所が半数を超えて

おり、各事業所における女性の労働者数は

100 人未満が半数であった。半数以上の

女性労働者がデスクワークに従事している

状況であった。制服を採用している事業所

は 68%であった。健康経営の指標の一つ

に健康経営の取り組みが含まれているた

め、健康経営の取り組みに関しても調査し

たが、取り組んでいる事業所は 46%の企



業にとどまっていた。 

表 2 は各事業における回答結果であ

る。女性の健康に対する取り組みの中で

個々の健康相談に関しては、多くの事業所

において窓口が整備されていた。一方で、

健康教育の面では、女性に対する女性の

健康に関する教育は 4 割の事業所で行わ

れていたものの、男性に対する教育は

25%にとどまり、管理職に対する教育は

2 割に満たない結果となった。女性の健康

を話し合う会議や委員会に関しても設置し

ている事業所は 2 割に満たない結果であ

った。制服に関しては、制服を採用してい

る事業所の 75%でゆったりして、通気性

がよく、伸縮性があり、着替えやすい制服

を採用していた。季節に応じて制服を変更

する事業所や寒暖差に調節できるようカ

ーディガンやブランケットの使用も許可し

ている事業所が 8～9 割であった。一方

で速乾性や色調に関して配慮している事

業所は 6 割程度であり、予備の制服を事

業所として準備しているところも 6 割に

とどまっていた。施設、設備に関しては、女

性専用の更衣室を用意している事業所は

8 割を超えていた一方で、専用の休憩場

所に関しては半数に満たなかった。生理用

品に関しても社内で購入できる事業所や

社内で準備している事業所は 2 割に満た

ない結果となった。 

 

D. 考察 

本研究によって女性労働者の健康に関

する事業所毎の取り組み状況を把握する

ことが可能となった。その結果、女性の健

康に関する相談体制は比較的整備されて

いる一方で、教育体制や組織的な取り組

み、設備・備品の整備など、女性特有の健

康課題に対する包括的な支援は十分とは

いえない状況が明らかとなった。 

女性の健康に関する相談体制が多くの

事業所で整備されていた点は注目に値す

る。本邦では産業医や保健師による健康

相談が制度的に位置づけられており、特に

50 人以上の事業所では産業医選任が義

務化されていることから、産業医を相談窓

口として整備している状況が比較的進ん

でいると考えられる。ただし、相談体制が

あることと、実際に女性労働者が相談しや

すい環境が整備されているかは必ずしも

一致しないと考えられ、事業所毎における

相談のしやすさは、その会社の相談環境や

産業医の出務時間、日数、また産業医の性

別にも関連する可能性がある。月経や更年

期症状、妊娠・出産に伴う体調変化など、

女性特有の健康課題は個人的・プライベー

トな性質を持つと考える女性労働者が多

いと考えられ、相談のハードルが高い可能

性がある。その為、女性の健康に関する教

育体制を整えることが相談しやすい環境

の構築に欠かせないと考えられるが、教育

体制が整っている事業所は少ない状況で

あった。特に男性従業員や管理職への教

育は 2 割未満にとどまっていた。これは、

女性の健康課題が「女性だけの問題」とし

て扱われ、組織全体の課題として認識され

ていない可能性を示唆する。厚生労働省

が運営している働く女性の心とからだの

応援サイトにおいては「女性のみでなく、職

場全体での理解・支援が欠かせません。」と

され、研修会の開催などを提案しており、

BS 30416 では、月経・更年期を含む女

性の健康課題を「職場の健康・安全

（health and safety）」の問題として位

置づけ、管理職教育を必須要素としている

[4, 5]。国際的には、女性の健康課題を組

織全体で共有し、管理職が適切に対応で

きるよう教育することが標準的なアプロー

チとなりつつある。本研究の結果は、日本

の職場において管理職教育が十分に普及

していない現状を示しており、今後の改善

点として対応可能な部分であると考えら

れる。 

制服や服装に関する取り組みでは、通気

性や伸縮性など、身体的負担を軽減する

工夫が多くの事業所で取り入れられてい

た点は特筆すべきことであった。特に、季

節に応じた制服の変更や、カーディガン・

ブランケットの使用許可など、体温調節を

支援する取り組みが 8〜9 割の事業所で

実施されていたことは、女性の健康課題へ



の一定の配慮が進んでいることを示す。た

だし、男女に関わらず高温・低温環境は労

働効率の低下と関連することが報告され

ており[6]、体温調節を支援する制服や服

装の工夫は、女性の健康支援に限らず、職

場全体の生産性向上として行われている

可能性がある。そのため、速乾性や色調へ

の配慮、予備の制服の準備など、月経や更

年期症状による突発的な体調変化に対応

する取り組みは 6 割程度にとどまってい

た。今後の課題として、女性特有の突発的

な体調変化にも対応可能な事業所の対応

を行うことでよりよい取り組みになる可能

性がある。 

施設・設備に関しては、女性専用の更衣

室が 8 割以上の事業所で整備されていた

一方、専用の休憩場所を設けている事業

所は半数未満であった。女性労働者数に

よってもこの設置割合は変わらず、10 人

未満の事業所は 42%、10 人以上 100

人未満の事業所も 48%、100 人以上は

44%であり、いずれの女性労働者の規模

であっても女性専用の休憩場所が設置さ

れてない状況が明らかになった。月経痛や

更年期症状により一時的に休息が必要と

なる場合、安心して休める場所の確保は重

要であり、働く女性の心とからだの応援サ

イトにおいても横になれる休憩スペースの

確保が取り組みのポイントとして紹介さ

れ、Advisory, Conciliation and 

Arbitration Service(ACAS: 英国政

府系労働調停機関）における 

“Menopause at Work” ガイダンスに

おいては、静かな休憩スペースの提供が推

奨されており[7]、本邦の職場環境におい

ても改善の余地が大きいといえる。 

生理用品に関しても、事業所内で購入で

きる、あるいは事業所側で備蓄していると

回答した事業所は 2 割未満にとどまって

いた。女性の健康支援の中でも生理用品

の提供が十分に普及していない現状を示

している。生理用品は比較的低コストで導

入可能であり、月経に伴う突発的な状況に

対応できる点で、女性労働者の安心感や

業務継続性に寄与することが指摘されて

いる。月経周期の不規則な女性労働者や

経血量の多い女性労働者に対しては、職

場に生理用品が備えられていることは、心

理的負担の軽減やプレゼンティーズムの予

防につながると考えられる[8]。欧州各国

においては、女性の月経貧困への各国の

取り組みによって、公共機関における生理

用品の無料配布を行う取り組みを進めら

れており[9]、本邦においても自治体を通

じた支援が行われている地域もあるもの

の[10]、企業においては未だに改善の余

地があることが示唆された。 

本研究の限界として、機縁法によるサン

プリングであり、結果に偏りがある可能性

がある。特に地域に関しては依頼した健康

診断機関の周辺地域に限定されるため、

偏りがあると考えられる。ただし、今回は

14 府県でデータを収集できており、比較

的広範囲でデータの収拾ができていると

考えられる。また、一般的に自前の健康診

断設備のある大企業の方が女性の健康に

対する取り組みが進んでいる可能性が高

く、本研究の結果は中小企業を中心とした

日本の現状を多角的に反映していると考

えられる。 

 

E. 結論 

本研究により、日本の事業所における女

性労働者の健康支援は、相談体制は整備

されつつある一方で、教育体制や設備・備

品の整備など包括的支援には未だ課題が

残ることが明らかとなった。特に管理職教

育、休憩スペース、生理用品の提供など国

際的基準と比較して不足がみられ、今後の

産業保健活動において重点的に改善すべ

き領域であると考えられる。 
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図 1 調査に用いたアンケート用紙 

 

 

  



 

  



表 1 参加事業所の概要 

事業所規模     

10人未満 4 ( 2.0  %) 

10～99人 73 ( 36.0  %) 

100～999人 106 ( 52.2  %) 

1000人以上 20 ( 9.9  %) 

女性従業員数     

10人未満 24 ( 11.8  %) 

10～99人 116 ( 57.1  %) 

100～999人 61 ( 30.0  %) 

1000人以上 2 ( 1.0  %) 

職務内容     

デスクワーク 106 ( 52.2  %) 

接客・営業職 23 ( 11.3  %) 

作業 37 ( 18.2  %) 

その他 37 ( 18.2  %) 

健康経営への取り組み     

している 94 ( 46.3  %) 

していない 27 ( 13.3  %) 

わからない 82 ( 40.4  %) 

制服     

ある 138 ( 68.0  %) 

ない 65 ( 32.0  %) 

 

  



表 2 各事業所の回答結果 
体制・教育     

健康全般に関する相談窓口    

ある 144 ( 70.9  %) 

ない 51 ( 25.1  %) 

わからない 8 ( 3.9  %) 

女性労働者に対する女性の健康に関する教育  

ある 80 ( 39.4  %) 

ない 111 ( 54.7  %) 

わからない 12 ( 5.9  %) 

男性労働者に対する女性の健康に関する教育  

ある 50 ( 24.6  %) 

ない 137 ( 67.5  %) 

わからない 16 ( 7.9  %) 

管理職に対する女性の健康に関する教育  

ある 36 ( 17.7  %) 

ない 135 ( 66.5  %) 

わからない 32 ( 15.8  %) 

女性の健康を話し合う会議や委員会   

ある 40 ( 19.7  %) 

ない 152 ( 74.9  %) 

わからない 11 ( 5.4  %) 

     

服装・制服     

制服が適切である     

はい 104 ( 75.4  %) 

いいえ 13 ( 9.4  %) 

わからない 21 ( 15.2  %) 

制服は汗や経血が目立たない    

はい 80 ( 58.0  %) 

いいえ 37 ( 26.8  %) 

わからない 21 ( 15.2  %) 

予備の制服が用意されている    

はい 86 ( 62.3  %) 

いいえ 36 ( 26.1  %) 

わからない 16 ( 11.6  %) 

寒暖に応じて制服を調整できる    

はい 124 ( 89.9  %) 

いいえ 11 ( 8.0  %) 

わからない 3 ( 2.2  %) 

気候に応じた制服の種類がある    

はい 110 ( 79.7  %) 

いいえ 21 ( 15.2  %) 

わからない 7 ( 5.1  %) 

     

施設・設備     

女性専用の更衣室がある     

はい 171 ( 84.2  %) 

いいえ 32 ( 15.8  %) 

わからない 0 ( 0.0  %) 

女性専用の休憩できる場所がある    

はい 93 ( 45.8  %) 

いいえ 109 ( 53.7  %) 

わからない 1 ( 0.5  %) 

     

生理用品     

生理用品が社内の売店等で購入できる   

はい 26 ( 12.8  %) 

いいえ 176 ( 86.7  %) 

わからない 1 ( 0.5  %) 

生理用品が社内で用意されている    

はい 36 ( 17.7  %) 

いいえ 157 ( 77.3  %) 

わからない 10 ( 4.9  %) 

 


